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美容医療における情報提供の在り方

岡田希世子・髙橋　公忠

はじめに 髙橋　公忠

本研究は、医療契約を中核概念とする「美

容医療サービスの法的問題点」に関わる研究

の一環である。

美容医療は医療としての医師による診療な

いしカウンセリングと治療または施術を必要

とする点で、通常の医療と同様なインフォー

ムド・コンセントや医療過誤に対する損害賠

償等の法律問題が生じる。医療契約は独自の

性格が強い非典型契約であるが、民法上での

最も近い典型契約の類型は委任（準委任）で

あると考えられる。

医学的必要性（適応性）、医療行為の侵襲

性や専門性さらに健康維持や回復目的の点

で、美容医療と通常の医療が共通であって

も、美容医療は原則的には自由診療であり、

医療サービスを希望する動機や目的が緊急性

の有無にかかわらず治癒を客観的な意味で必

要とする通常の医療とは異なる。医療サービ

スを受ける側には委任契約というよりも請負

契約的なより主観的な結果を重視する発想が

見て取れることから、むしろエステティック

サービスと同様な傾向の消費者問題につなが

る契機がある。この点では申し込みの誘因と

なる消費者向けの広告等の在り方等も対象と

なり、多くの論点で単に医師個人の医療行為

のみならず、病院やクリニック等の医療関係

機関の法的責任問題として紛争が生じてい

る。

法制度の変遷を辿ると、たとえば企業と市

民の間の法律関係では当事者間での利益の等

質性や立場の互換性は実は当初から擬制にす

ぎないと考えられ、地位の非対称性や情報格

差の問題が大きく表面化してきた段階で、社

会法・労働法や消費者法等による是正が行わ

れるに至った。さらに経済社会の発展は医療

に関わらず、民法の分野でも対等当事者とい

う概念に当てはまらない多様な役務提供契約

の類型を生み出してきた。事務処理を目的と

する法律関係でも委任契約は細分化に対処で

きず、一般規定化の道をたどっている。新た

に生じた類型については典型契約と比較して

一般規定を是正するだけでは足りない側面が

増えてきたことから、その共通性と固有性に

応じた法創造を行う必要性が生じている。医

療契約はその特殊性のゆえにすでに民法の委
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任に関する規定が適用できない場合が多い

が、美容医療契約ではさらに特異性が見られ

る。

このような状況下で美容医療契約の検討を

行うが、「美容医療サービス」の領域では、

契約当事者の契約意図の特徴や情報の偏在

性、債務内容の不確定性等の内容的な特徴に

通常の医療とは異なる固有性を有する。民

法・契約法や医師法・医療法とともに、さら

に消費者問題としての特定商取引法や消費者

契約法、景品商事法等の法規制のあり方も検

討の射程となるが、本稿では医師の説明義務

を中心とした「美容医療における情報提供の

在り方」を中心に論じる。



― 13 ―

Ⅰ　問題の所在

近年、美容医療サービス１に関するトラブ

ルが増加し２、社会問題となっている。イン

ターネットを開くと、口コミやブログ、美容

外科クリニックの広告など様々な美容医療に

関する情報を簡単に入手できるようになって

いる。しかし、その中で何が正しい情報かを

見抜くことは困難であろう。そこで、本稿で

は、美容医療に関する情報提供の在り方に着

目し、患者の体験談に基づく情報などではな

く、医療の専門家である医師（医療機関）が

患者に対して与える情報提供の問題を検討す

ることにする。医師（医療機関）の患者に対

する情報提供ツールとしては、医療機関の

ホームページや広告、治療の際に直接患者に

対してなされる説明が考えられる。前者は医

療広告の問題、後者は医師（医療機関）の情

報提供、すなわち、医師の説明義務と言われ

る問題である。医療広告の問題については別

稿に譲り３、本稿では美容医療における医師

の説明義務について考察を行う。

Ⅱ　医療契約の内容

美容医療に関する苦情に、「相談だけのつ

もりで医療機関に出向いたのに、高額な契約

をさせられた」や、「即日契約を迫られた」

などがあり、これは契約締結の際に、患者が

理解しないまま、納得しないまま契約を締結

し、施術を受けたことに起因するものと思わ

れる。患者が当該施術について納得した上で

契約をしていないからこそ、契約後に不満や

疑念が生じるのである。つまり、患者に不満

や疑念を生じさせないために、医師（医療機

関）は患者に施術について十分に説明するこ

とが要求される。そこで、まず、医療契約

がどのように締結されるのかを検討したのち

に、医師（医療機関）に要求される説明義務

の問題について検討する。

１．医療契約概念

医師（医療機関）と患者の関係を契約関係

と捉えるようになったのは、昭和40年代以降
である。きっかけは、医療過誤訴訟において、

損害賠償を請求する際、不法行為よりも債務

不履行による構成の方が立証責任や消滅時効

の点において被害者救済に優れているのでは

ないかという議論が生じたことによる４。し

かしながら、現在では、債務不履行の事実を

証明する負担は、不法行為における過失の立

証の負担と変わらないため５、いずれの構成

をとっても立証責任には大差なく６、実務上

は選択的併合（又は主位的予備的併合）とし

て運用されている７。つまり、医師（医療機

関）と患者間を契約関係と捉える考え方は、

両者間に契約の事実があったことから生じた

ものではなく、医療過誤訴訟における患者の

立証責任の緩和等のために考え出されたもの

である。そのため、法的には、医師（医療機

関）と患者間に医療契約８が生じることは当

然と捉えられてはいるが、実際に患者は医療

機関で、医療契約を締結しているという認識

を持つ人は少ないのではないだろうか。

　

美容医療における情報提供の在り方 
～契約締結時における医師の説明義務を中心に～

岡田希世子
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２．医療契約の締結時期

それでは、一般的に、医療契約はいつ締結

されると解されているのだろうか。民法上、

契約は申込の意思表示と承諾の意思表示の合

致により成立するとされる（新522条１項）。
すなわち、医療契約が成立するためには、患

者の申込と医師（医療機関）の承諾が必要と

なる。具体的には、患者の申込は、診療の場

に診療・治療を受ける意思で訪れ、医療機関

の受付窓口に口頭あるいは文書（初診申込書

の提出など）によってなされる。医療機関の

承諾は、診察券の交付や診察の開始など承諾

とみなされる行為があった時９に承諾があっ

たとされる10。そして、ここで締結される内

容は、あくまで包括的なものである11。つま

り、医療契約は契約が締結された段階では、

契約内容が確定していない。なぜなら、医師

が患者を診察した結果によって、様々な治療

の選択の余地が生じてくるからである。たと

えば、患者がある特定の病気の治療を依頼し

た場合には、医師（医療機関）が医療水準に

適応した治療を行うことにより、医療契約は

終了する。ところが、医師が入院や手術が必

要と判断すれば、その際には別途医師が患者

に対して説明を行うなどして今後の治療方針

を決めていくことになる。すなわち、「日本

の医療契約とは、患者側（申込）と医療側（承

諾）の双方が当初の契約内容を概括的なもの

として結び、その後の診療内容の進展におい

て（侵襲を伴う検査や手術等）、新たに患者

側の同意を必要になるなど、契約の履行中に

新たな内容やそれに伴う新たな同意（新たな

個別の契約ともいえる）が必要になるなど、

これらを包括した契約ともいえる」12という

ことになる13。

以上より、医療契約はまず医師（医療機関）

と患者との間で、契約内容を包括的なものと

して締結され、医療契約継続中に入院契約や

手術契約などの個別の契約が必要に応じて締

結される特徴を有するということができる。

３．美容医療契約の特殊性

　それでは、患者が美容医療サービスを受け

るために医療機関14を受診した際にも同様に

包括的な美容医療契約が締結されるのであろ

うか。この点、美容医療サービスを含む自由

診療の場合、医療機関に治療を受ける目的で

訪れたとしても、当然に包括的な美容医療契

約が締結されることはないと思われる。

　その理由として、前述した医療契約の特殊

性の他に、公的医療保険の存在があげられ

る。我が国は、「国民皆保険制度」を採用し

ているため、70歳未満の場合、患者が医療
機関で被保険者証を呈示すれば、被保険者が

医療費の７割を負担し、患者が負担するのは

３割となる。これに対し、公的医療保険が適

用されない医療サービスを受ける場合には、

「自由診療」となり、全額患者が負担するこ

とになる。我が国では「保険診療」と「自由

診療」を併用するいわゆる「混合診療」が認

められていないため15、たとえばがんの治療

で、国内で未承認の抗がん剤を使用する場合

などは、当該治療は自由診療となる16。しか

し、この場合でもがん治療のために受診した

医療機関で、患者は最初から自由診療を選択

しているわけではないであろう。なぜなら、

医療機関で色々な治療を保険診療で行った後

の結果として、公的医療保険適用外の抗がん

剤の使用を選択することにより、当該抗がん

剤の治療が自由診療となったからである。

　この他、自由診療は、たとえば、歯科でイ

ンプラントの治療や歯科矯正、眼科でのレー

シック手術等、様々な診療科でも行われてい

る。しかし、歯科や眼科等でも、まずは保険

診療内での治療が行われ、その後に患者が公

的保険適用外の治療を選択した場合には自由

診療となると思われる。

ところが、患者が美容医療サービスを含む

自由診療による治療を求めて医療機関を訪れ

た場合は、たとえば、患者が足の脱毛を希望

し医療機関を受診した場合は、その施術は最

初から自由診療となる17。様々ある医療機関
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の中で、美容外科では、提供される施術の多

くが自由診療という診療科であり、このよう

な診療科は他には見当たらない。これが、美

容医療契約の特徴の１つである。

そして、自由診療の場合、公的医療保険が

使用できないため、医療契約は医師（医療機

関）と患者の二当事者で締結され、医療債務

の内容も契約締結の場で定まる。これに対

し、通常の医療契約は、既に述べたように、

当初は契約内容を包括的なものとして締結

し、その後必要に応じて手術等の契約を個々

に締結していくという違いがある。

おそらく、美容医療サービスを受けるため

に医療機関を訪れる患者は、通常の医療機関

の場合と同様の感覚で受診しているのであ

り、当初から具体的な治療内容が決定すると

思っていないと考えられる。そのため、「今

日契約したら料金が安くなります」などの勧

誘に乗ってしまい、納得しないまま美容医療

契約を締結してしまうのではないだろうか。

つまり、美容医療サービスのように最初から

自由診療の場合、患者が納得した上で医療契

約を締結しなければ、後々トラブルが生じる

可能性が高いと考えらえる。そこで、美容医

療を含む自由診療では、医師の説明義務は契

約締結時に要求されることになると思われ

る。

Ⅲ　医師の説明義務

１．医師の説明義務

　医師が患者に対して説明義務を負うことに

つき、判例・学説ともに異論はない。一般的

に、医師の説明義務は、「医療行為に先立っ

て、医師は患者に対して治療行為の内容等に

ついて説明し、同意を得ることが必要である

（インフォームド・コンセント）」とされる18。

すなわち、通常の医療の場面で医師の説明義

務が要求されるのは、契約を締結する場面で

はなく、医療契約を締結した後における手術

等の特定の医療行為を行う場面である19。こ

れに対し、美容医療は、自由診療のため、特

定の医療行為を受けるためには、その都度個

別に契約を締結する必要が生じる。つまり、

美容医療における医師の説明義務は、特定

の医療行為を内容とする契約を締結する場面

で、要請されることになる。

２．美容医療における医師の説明義務

⑴　美容医療の特質

美容医療の特質は、①緊急性がないこと、

②医学的必要性（適応性）がないこと、③施

術が患者の主観的願望を満足させるものであ

ることが挙げられる20。この特質から、美容

医療においては、医師は患者に対し医療行為

を行うに際して、一般の医療よりも高度な説

明義務が医師に課せられるとされる21。近時

の裁判例も、同様の立場を採っている22。こ

のことから、美容医療は医学的必要性（適応

性）や緊急性が乏しく、患者の主観的願望を

満足させるために行われるものであることか

ら、医師には、通常よりも慎重な説明義務が

求められているという考えが浸透していると

言えるであろう。ただし、美容医療に関す

る医師の説明義務のみが特別扱いされている

わけではない。たとえば、最判平18.10.27判
タ1225号220頁は予防的な療法を実施する際
に、医師に高度な説明義務を課している。す

なわち、当該医療行為が医学的必要性（適応

性）や緊急性が乏しい場合には、美容医療の

みならず、医師に高度の説明義務が課せられ

ているということができる。

⑵　説明義務違反により認定される損害

　医師の説明義務違反による損害は、多く

の場合慰謝料のみが認められている23。こ

の点は、美容医療における医師の説明義務

違反の場合も同じように解されている。裁

判例では、説明義務違反により侵害された

利益は、「自己決定権」であるとして、東京

地判平24.9.20判時2169号37頁・判タ1391号

269頁は慰謝料200万円、東京地判平24.10.18
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（LEX/DB）は慰謝料30万円、名古屋地判平

19.11.28（裁判所ウェブサイト）は慰謝料90
万円が認定されている。また、説明義務違反

によって精神的苦痛を生じたとして、東京地

判平28.11.10は慰謝料50万円が認定されてい
る。

さらに、「適切な説明を受けていれば当該

手術を選択しなかった」ことまで認定される

と、たとえば、東京地判平19.1.31判時1988
号28頁は、適切な説明を受けていれば本件手
術を受けなかったとして、治療費を含む総額

165万円余りが損害として認定されている。
すなわち、「医師が適切な説明を行っていれ

ば、患者が当該医療行為を選択しなかった」

と言える場合には治療費等を含む財産的な損

害まで認められることになる。

ところが、医師の説明義務違反と治療費等

を含む財産的な損害との間の因果関係を認め

る裁判例は非常に少ない。その理由として、

「一般的にいえば、患者の当時の状態からす

ると、当該医療行為を受けるのが通常であれ

ば、患者が危険性等に関する適切な説明を受

けていたとしても、その医療行為を選択した

可能性が高く、この場合には悪しき結果が生

じたことによる財産的損害は認められない」24

ことをあげる。確かに、通常の医療の場合

は、患者はすでに疾病にり患していたり怪我

を負っていたりと、何らかの医療行為が必要

である。この場合に、医師の説明義務違反が

あっても当該医療行為を受けたと言える時に

は、医師の説明義務違反と財産的損害との間

に因果関係を認めるのは困難であろう。

しかし、美容医療などの緊急性や医学的

必要性（適応性）がない治療の場合、医師が

当該医療行為の危険性等を適切に説明してい

れば、当該医療行為を受けなかったと言える

場面は多いのではないだろうか。さらに、美

容医療契約は、特定の医療行為を受けるため

の契約を個々に締結する性質を有することか

ら、医師が適切な説明をしていたら、当該医

療行為を受けなかった、つまり契約を締結し

なかったことを認めるのは困難ではないと思

われる。美容医療は自由診療のため、治療費

が高額である。そこで、契約締結時に医師

の説明義務違反が認められる場合に、医師の

説明義務違反と患者が出捐した治療費等の財

産的損害との間の因果関係を認めることによ

り、治療費等を含む損害を回復させることで

患者の保護を図ることができると考える。

Ⅳ　医師（医療機関）の情報提供に関
する議論

　医師の説明義務の議論以外で、契約締結時

における医師（医療機関）の情報提供に関す

る議論はあるのだろうか。この点、消費者契

約法や事業者に課される情報提供・説明義務

の議論があげられる。以下では、それぞれ検

討した後、美容医療契約に関する特定商取引

法（以下、特商法とする。）の規制強化につ

いて述べる。

１．消費者契約法の活用

　まず、契約締結時における情報提供法理と

して、消費者契約法の活用が挙げられる25。

消費者契約法は、消費者と事業者の間に存在

する、契約の締結、取引に関する構造的な「情

報の質及び量並びに交渉力の格差」に着目し、

契約締結過程および契約条項に関して、消費

者が契約の全部または一部の効力を否定する

ことができるようにすることによって、消費

者トラブルを解決するために規定された法律

である26。消費者契約法２条１項において、

消費者とは「個人」をいうとされ、医療契約

における患者も当然にその対象とする27。

そこで、美容医療契約締結時の情報提供の

場面で、不当勧誘や不当条項が多数報告され

ていることから、同法の活用が見込まれるの

ではないだろうか28。ただし、情報提供義務

自体は努力義務と規定されていることから

（同法３条１項）29、情報提供義務違反自体を

事業者に問うことはできない。

現在、美容医療契約において消費者契約法
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の適用を認めた裁判例は１件しかない30。ま

た、近年、品川美容外科に対する「スレッド

リフト被害」集団訴訟（原告数合計75名）に
おいて、弁護団は、消費者契約法４条１項１

号（不実告知）および２項（利益事実の告知

と不利益事実の不告知）の主張を行ったた

め31、当該裁判の判決が待たれていた。とこ

ろが、2017年12月に和解が成立したため32、

美容医療契約がどのように消費者契約法に適

用されるかについては明確にされなかった。

このような現状を踏まえ、美容医療契約にお

ける消費者契約法の活用は、今後の裁判例の

蓄積が待たれるところである。

２．事業者に課される情報提供義務

　次に、「契約締結過程における情報提供義

務・説明義務」の議論を応用することはでき

ないだろうか。これは、「契約締結上の過失」

の議論である。事業者に課される情報提供義

務は、一般的には「契約の価格が高額で、当

事者間の情報や専門的知識に大きなアンバラ

ンスがある場合、契約の締結過程において、

一方当事者から他方当事者に対して、信義則

上、情報提供や説明義務が課せられることが

ある」33とし、問題となる場面としては、不

動産取引、フランチャイズ、金融取引などで

ある34。事業者の情報提供義務・説明義務の

内容は、「相手方の契約締結の判断を左右し

得る事実および判断に関する情報の提供をそ

の内容とする」35。これは、美容医療契約に

おける医師の説明義務においてもなんら変わ

るところはないであろう36。しかしながら、

医療契約においては「医師の説明義務」とし

て、医師（医療機関）の情報提供法理が定着

していることから、事業者に課される情報提

供義務・説明義務の議論は参考になる点はあ

るが、実質的には応用する必要がないかもし

れない。

３．特定商取引法による規制強化

最後に、美容医療に関する特商法の規制強

化について述べる。

美容医療サービスに関するトラブルが後を

絶たない現状を受け、2015（平成27）年に
内閣府消費者委員会特定商取引法専門調査会

により議論が重ねられた。その結果、2016
（平成28）年になされた内閣府消費者委員会
の答申において、「美容医療契約に関しては、

近年、不適切な勧誘や解約等に関する消費者

トラブルが増加しているところ、一定期間以

上の期間にわたり継続的に提供されるものに

ついては、これを特定継続的役務と位置付け

るべき」とされた37。この考え方に基づき、

特商法が規定する特定継続的役務提供契約

に美容医療が加わった改正特商法が成立し、

2017（平成29）年12月１日に施行された。
特商法が規定する美容医療とは、１ヶ月を

超えかつ５万円超の契約を締結して行うもの

であって、「人の皮膚を清潔にし若しくは美

化し、体型を整え、体重を減じ、又は歯牙を

漂白するための医学的処置、手術又はその他

の治療を行うこと（美容を目的とし、主務省

令で定める方法によるものに限る。）」と定義

された。主務省令で定める規制対象となる美

容医療の種類は、施行規則31条の４および
通達によると、①脱毛（レーザー脱毛、針脱

毛）、②にきびやしみなど皮膚に付着してい

るものの除去又は活性化（レーザー、超音波、

ケミカルピーリング高周波照射）、③皮膚の

しわ又はたるみの症状の軽減（ヒアルロン酸

注射、糸によるリフトアップ）、④脂肪の減

少（レーザー又は超音波照射、脂肪溶解注射、

脂肪を冷却する機器によるもの）、⑤歯牙の

漂白（ホワイトニングジェルを注入したマウ

ストレーを装着させることによるもの）があ

げられる38。

当該医療行為が上記美容医療に該当する

と、クーリング・オフ、中途解約が可能とな

り、契約書の交付も要求され、患者が納得し

ないまま契約を締結した場合であっても、当

該施術のみならず美容医療を提供する事業者

が販売した関連商品までも39、契約を解除す
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ることが可能となった。

しかしながら、特商法で規定されている美

容医療に該当しない限りは、契約の拘束力か

ら解放されることは難しい。たとえば、レー

ザー脱毛でコース契約をせず、１か月以内で

５万円の範囲で行う施術をその都度契約する

という方式で契約を行った場合には適用され

ないなど40、当該規定をすり抜けるような契

約が今後は増えていく可能性があるだろう。

　ところで、日本で初めて行われた美容医療

実態調査によると41、美容医療に対するイメー

ジとしては、美容医療は一般的に「美容整形

外科」で受診するというイメージが強いため、

外科手術が多いと思われているが、実際には、

外科手術は全体の15.4％であり、世界的には
約40％であることから、日本の美容手術数は
少ないことが判明した。そして、日本では顔

の美容手術数が９割を占めていることから、

日本人の美容の関心は、極端に顔に偏ってい

ることが分かった。

このような日本の現状と特商法の適用範囲

から、今後は、顔に関する施術を中心として、

プチ整形と言われるメスを使わない治療、具

体的にはレーザーのシミ取りや、ヒアルロン

酸注射、ボトックス注射などを１回ずつ契約

するような美容医療契約が増えていくのでは

ないかと思われる。

Ⅴ　結びに代えて

　医師（医療機関）が行う情報提供の在り

方について考察してきた。世間で美容医療

サービスに関するトラブルが問題となってか

ら、厚労省は医療従事者に対して、「美容医

療サービス等の自由診療におけるインフォー

ムド・コンセントの取扱い等について」（平

成25年９月27日医政発0927第１号）42という
指針を出したり、政府は患者に対して、2017
（平成29）年には、「美容医療サービスを受け
るに当たっての確認ポイント」と題した政府

広告を女性雑誌に掲載したりするなど43、行

政機関は、各方面でトラブル減少のための

方策を採っていた。さらに、2017（平成27）
年に美容医療が特商法の特定継続的役務提供

契約に加わり、また、同年に医療法が改正さ

れて、問題が指摘されてきた医療機関ホーム

ページも他の広告媒体と同様に規制の対象と

なるなど、行政による美容医療をめぐる消費

者保護が進んできたように思う。

　しかしながら、美容医療契約の本質は、「契

約」であることから、本来はどのような契約

を締結するのかについては患者本人に任され

ていることを原則とする。そのため、契約自

体の保護に関しては、これまであまり議論さ

れてこなかった。そこで、本稿での検討から

まとめると現在の法律の枠内で、「相談だけ

のつもりで医療機関に出向いたのに、高額な

契約をさせられた」や、「即日契約を迫られ

た」などの患者の苦情を解決する手段として

以下のものがあげられる。①医師の説明義務

違反と患者が出捐した治療費等の財産的損害

との間の因果関係を認めて、患者が出捐した

治療費等の損害を回復させる方法と、②消費

者契約法、特定商取引法用いて契約の拘束力

から解放する方法の２つである。ただし、こ

れらの方法については、いまだ裁判例の蓄積

がないことから、今後の動向に注目したい。

　このほか、美容医療に関して解決すべき問

題に、美容医療に関する医療技術の保障があ

げられる。医師の医療技術上の注意義務を判

断するためには、医療水準が用いられる。一

般に医療水準は、客観的な医学的知見を基礎

とした規範的評価であるとされ44、近年、医

療水準を認定するための医学的知見は、各学

会が策定した医療ガイドライン45、医学論文

などが用いられる。ところが、美容医療に関

する学会として、我が国では、「日本美容外

科学会」という同じ名前の学会が２つ存在し

ている。それぞれJSAPS（Japan Society 

of Aesthetic Plastic Surgery）と JSAS
（ JAPAN SOCIETY OF AESTHETIC 

SURGERY）である。そのため、美容医療
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に関して、「専門家が集って議論し、各医療

の有効性や安全性を検討したうえでまとめら

れるガイドラインは存在しないようである」

とされる46。すなわち、医療ガイドラインが

ないということは、美容医療過誤訴訟にお

いて、医療水準を認定するための資料が乏し

く、診療時点で一般に普及している医療レベ

ルを客観的に判断することが困難となること

を示す。そこで、医療過誤訴訟のみならず、

美容医療の技術の保障のために、統一ガイド

ラインの策定が求められる。

　さらに、昨今、美容医療に関する社会学か

らの研究も進んでおり、これまで美容整形を

受ける人は、「劣等感克服のため」または「異

性に対するアピール」のために行われると説

明されてきたが、最近の研究により、「劣等

感」や「異性へのアピール」が主たる動機で

はなく、「自己満足・自分の心地よさ」のた

めに行う傾向が強いことが分かってきた47。

近時、美容医療に関するハードルが下がり、

自己満足のために気軽に美容医療サービスを

受ける人が増えている。患者は、美容医療は

「美容」を目的としているが、あくまでも「医

療」であることを理解したうえで、慎重な契

約が望まれる。
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